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�愛媛県告示第７７６号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７７号
次のとおり落札者を決定した。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

筆記試験、作文及び適性検査
（ＷＥＢ試験）
令和５年８月２０日（日）０時
から令和５年８月２３日（水）
２４時の間で任意の時間

任意の場所 任意の場所 県内全域

口述試験及び身体検査
令和５年８月２７日（日） 松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

愛媛県総務系事務の処理に係る労働
者派遣業務委託（令和５年６月から
令和６年３月分） 一式

愛媛県企画振興部
デジタル戦略局ス
マート行政推進課
総務事務改革室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和５年５月３１日
株式会社パソナ パソ
ナ・松山
愛媛県松山市一番町４
丁目１番地１

５５，７７８，３８６円 総 合 評 価
一般競争入札 令和５年３月１７日

毎週（火・金）曜日発行 第４２３号 令和５年７月７日

令和５年７月７日金曜日 第４２３号
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�愛媛県告示第７７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに四国中央市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ四国中央店 四国中央市川之江町
３４９番１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
柳井 隆博

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
�井 大樹

令和５年
４月１日

令和５年
６月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ディオ東予店 西条市周布６６７－１ 大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
柳井 隆博

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
�井 大樹

令和５年
４月１日

令和５年
６月２２日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の住所

大黒天物産株式会社
岡山県倉敷市堀南７０
４番地５

大黒天物産株式会社
岡山県倉敷市西中新
田２９７番地１

令和５年
３月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第７８２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

�愛媛県告示第７８０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

コープ三津 松山市高山町３４４１番
外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
柳井 隆博

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
�井 大樹

令和５年
４月１日

令和５年
６月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７８１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

エディオン大洲店 大洲市東若宮１８－５ 大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
柳井 隆博

三菱ＨＣキャピタル
株式会社
代表取締役
�井 大樹

令和５年
４月１日

令和５年
６月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八

幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２５条の規定により告示する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局農林水産振興部水産課管内）

高浜加入区

�������
�愛媛県告示第７８３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（令和元年７月愛媛県告示第２８８号）による保険

に付すべき義務は、令和５年７月６日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２５

条の規定により告示する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局農林水産振興部水産課管内）

高浜加入区

�������
�愛媛県告示第７８４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和５年７月７日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和５年６月３０日

３ 指定道路の位置

大洲市東若宮８番１０の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２４．９８メートル

� 幅員 ４．５５メートル

�愛媛県告示第７８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

危険物取扱者法定講習会の実施について

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の２３の規定による令和５年度危険物の取扱作業の保安に関する講習会を次のとおり実施する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の種別、日時及び場所

� 対面による講習

種 別 日 時 場 所

� 給油取扱所において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

令和５年９月２７日（水）午前９時３０分 今治市南宝来町１－９－８
今治市総合福祉センター 多目的ホール１

令和５年１０月３日（火）午後１時３０分 大洲市東大洲２７０－１
大洲市総合福祉センター ４階多目的ホール

令和５年１０月５日（木）午前９時３０分 八幡浜市北浜１－５－１
八幡浜市民スポーツセンター サブアリーナ

令和５年１０月２４日（火）午前９時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

令和５年１０月２７日（金）午前９時３０分 西条市神拝甲７９番地４
西条市総合文化会館 小ホール

令和５年１１月２日（木）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂２９７番２から

同町山鳥坂５８６番１２まで
令和５年７月７日
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愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

令和６年度愛媛県立農業大学校入学試験を次のとおり実施する。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入学試験の区分

総合農学科及びアグリビジネス科

２ 入学試験の期日

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和５年１０月１２日（木） 学科試験及び面接試験

イ 一般入学試験（１次募集）

令和６年１月２５日（木） 学科試験及び面接試験

令和５年１１月８日（水）午前９時３０分 宇和島市丸之内５－１－１８
宇和島地区広域事務組合消防本部 ４階大会議室

令和５年１１月２１日（火）午後１時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

令和５年１１月２２日（水）午前９時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

� 石油コンビナート等災害防止法
（昭和５０年法律第８４号）第２条第６
号に規定する特定事業所における危
険物施設（給油取扱所を除く。）に
おいて危険物の取扱作業に従事する
危険物取扱者を対象とした講習

令和５年９月２６日（火）午後１時３０分 松山市山越町４５０
愛媛県男女共同参画センター ３階研修室

令和５年１０月２４日（火）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

� �及び�に掲げる危険物施設以外
の危険物施設において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

令和５年９月２６日（火）午前９時３０分 松山市山越町４５０
愛媛県男女共同参画センター ３階研修室

令和５年９月２７日（水）午後１時３０分 今治市南宝来町１－９－８
今治市総合福祉センター 多目的ホール１

令和５年１０月５日（木）午後１時３０分 八幡浜市北浜１－５－１
八幡浜市民スポーツセンター サブアリーナ

令和５年１０月２３日（月）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 １階石鎚の間

令和５年１０月２７日（金）午後１時３０分 西条市神拝甲７９番地４
西条市総合文化会館 小ホール

令和５年１１月１日（水）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

令和５年１１月２日（木）午前９時３０分 四国中央市妻鳥町乙１２７
愛媛県紙産業技術センター 研修室

令和５年１１月８日（水）午後１時３０分 宇和島市丸之内５－１－１８
宇和島地区広域事務組合消防本部 ４階大会議室

令和５年１１月２２日（水）午後１時３０分 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティセンター ３階大会議室

� オンラインによる講習

オンライン講習については、受講申請書による申請に加えて、受講者自らがオンライン上で受講者情報の登録を行い、受講コースの

申込みを行うことで受講することができます。入力された受講者情報及び受講コースの確認ができましたら、「受講承認」のメールが

届きますので、受講を開始してください。受講期間は「受講承認」のメールが届いた日から１か月間です。

２ 受講申請書の提出期間

� 対面による講習

令和５年８月７日から各会場講習実施日の２日前まで（土日・祝日を除く）受け付けします。

但し、受講申請書を郵送する場合又は受付をした危険物安全協会管轄以外の会場で受講する場合は、令和５年８月７日から各会場講

習実施日の５日前まで（同）とします。

� オンラインによる講習

令和５年８月７日（月）から９月２２日（金）まで（郵送の場合は消印有効）とする。

３ 受講申請書の請求先及び提出先

� 受講申請書の請求先

各地区（市）危険物安全協会、各消防（局）本部、県各地方局総務県民課防災対策室及び県各地方局支局総務県民室

� 受講申請書の提出先

各地区（市）危険物安全協会

対面による講習については、受講申請者数が各会場の定員に達した場合は、受付できませんので、あらかじめご了承ください。

その他の法定講習に関するお問合せについては、各地区（市）危険物安全協会において受付けます。
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ウ 一般入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満

たない場合のみ実施する。

令和６年２月２７日（火） 学科試験及び面接試験

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和５年１０月１３日（金） 学科試験及び面接試験

イ 入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満たな

い場合のみ実施する。

令和６年１月２６日（金） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地 愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び受験資格

� 総合農学科

コース 修業年限 募集人員

農 産 園 芸 コ ー ス

果 樹 コ ー ス ２年 ５５人

畜 産 コ ー ス

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等学校又は
中等教育学校を卒業した者（令和６年３月に卒業見込みの
者を含む。）

� �に掲げる者のほか、知事がこれらの者と同等以上の学
力を有すると認めた者

� アグリビジネス科

コース 修業年限 募集人員

農業経営者養成コース １年 ５人

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法による大学を卒業した者（令和６年３月に卒
業見込みの者を含む。）又は同法による専門職大学の前期
課程を修了した者（令和６年３月に修了見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等専門学校を卒業した者（令和６年
３月に卒業見込みの者を含む。）

� 学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が２年
以上のものに限る。）を修了した者（令和６年３月に修了
見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業した
者であって２年以上の就業経験を有するもの

� 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣
と協議して設置されたものに限る。）を卒業した者（令和
６年３月に卒業見込みの者を含む。）

� �から�までに掲げる者のほか、知事がこれらの者と同
等以上の能力を有すると認めた者

５ 学科試験科目

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

小論文及び一般常識

イ 一般入学試験（１次募集）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

小論文

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

小論文

６ 入学願書受付期間

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和５年９月１１日（月）から同月２５日（月）まで

イ 一般入学試験（１次募集）

令和５年１２月１１日（月）から同月２５日（月）まで

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和６年１月３１日（水）から２月１４日（水）まで

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和５年７月７日（金）から８月３１日（木）まで

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和５年１０月２５日（水）から１１月３０日（木）まで

� 郵送による場合は、総合農学科及びアグリビジネス科とも当

該受付期間の締切日までの消印があるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学校長に

提出すること。

� 総合農学科への入学を希望する者にあっては最終学校の調査

書又は卒業証明書及び成績証明書、アグリビジネス科への入学

を希望する者にあっては最終学校の卒業証明書若しくは卒業見

込証明書又は修了証明書若しくは修了見込証明書及び成績証明

書

� 総合農学科への推薦入学を希望する者にあっては、出身高等

学校又は出身中等教育学校の長の推薦書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校に問い

合わせること。
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生産事業者講習会の開催について

林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１１条第１項の規定に基づき、

生産事業者講習会を次のとおり行う。

令和５年７月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 開催の日時

令和５年８月３０日（水） ９時

２ 開催の場所

上浮穴郡�万高原町菅生
愛媛県農林水産研究所 林業研究センター本館会議室

３ 受講申込期限

令和５年８月２５日（金）まで。ただし、郵送による場合は、同

日までの消印があるものは、受け付ける。

４ 受講申込書の請求先及び提出先

住所を所管する地方局森林林業課、支局森林林業課、肱川流域

林業振興課若しくは農林水産部森林局森林整備課
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公営企業告示

雑 報

�愛媛県公営企業告示第４号
次のとおり落札者を決定した。

令和５年７月７日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、令和５年６月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

令和５年７月７日

愛媛県収用委員会

会長 � 橋 直 人

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道１９６号改築工事（今治小松自動車道「今治道路」）並びにこれに伴う市道及び農業用水路付替工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

重症系システム １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１
伊予鉄本社ビル２
Ｆ

令和５年６月２３日
ＮＴＴ・ＴＣリ ー ス
（株） 四国支店
愛媛県松山市二番町三
丁目６番地

１０，７７０，３２０円 一般競争入札 令和５年５月１２日

術野映像システム １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１
伊予鉄本社ビル２
Ｆ

令和５年６月２３日
三菱ＨＣキャピタル
（株）
東京都千代田区丸の内
一丁目５番１号

４，１７８，９００円 一般競争入札 令和５年５月１２日

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用

愛媛県今
治市朝倉
下

甲３７９番 田 田 ７５８ ７５４．１ ５６６．１６
愛媛県松山市太山寺町２２８２番地
１０
井上 英俊

─── ─── ──────

愛媛県今
治市朝倉
下

甲３８７番
１ 田 田 ２５８ ２６３．５１ １５．８４

愛媛県松山市太山寺町２２８２番地
１０
井上 英俊

─── ─── ──────

使 用

愛媛県今
治市朝倉
下

甲３７９番 田 田 ７５８ ７５４．１ １１．０７
愛媛県松山市太山寺町２２８２番地
１０
井上 英俊

─── ─── ──────

愛媛県今
治市朝倉
下

甲３８７番
１ 田 田 ２５８ ２６３．５１ ５．６８

愛媛県松山市太山寺町２２８２番地
１０
井上 英俊

─── ─── ──────

令和５年７月７日 発行


